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平成２３年３月２２日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 供託金還付請求権確認請求事件 

口頭弁論終結日 平成２３年２月１５日 

 

判     決 

     原告     国 

     被告     株式会社 Ｙ１ 

     被告     株式会社 Ｙ２ 

 

       主     文 

１ 原告と被告らとの間において、別紙供託金目録記載の供託金につき、原告が同

供託金の還付請求権の取立権を有することを確認する。 

２ 訴訟費用は被告らの負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文と同旨 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、被告株式会社Ｙ１（以下「被告滞納会社」という。）に対し、平成

１８年４月５日当時、別紙租税債権目録１記載のとおり、既に納期限を経過し

た平成１４年度ないし１７年度の「消費税及地方消費税」の本税及び延滞税の

合計１９６７万２７１０円の租税債権（未確定延滞税を除く）を有していた原

告が、被告滞納会社がＡ株式会社（以下「第三債務者Ａ」という。）に対して

有する平成１８年３月中に発生した売掛金債権１５４万１５６０円（以下「本

件債権」という。）について、第三債務者Ａが、譲渡担保権者株式会社Ｂ（以

下「譲渡担保権者Ｂ」という。）の本件債権譲渡登記に係る債権譲渡通知書、
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被告滞納会社が被告株式会社Ｙ２（以下「被告Ｙ２」という。）へ譲渡した旨

の債権譲渡通知書、原告の債権差押通知書が相次いで送達されたことから、債

務者の過失なくして真の権利者を確知できないとして、東京法務局に供託した

本件債権等（本件債権１５４万１５６０円、消費税相当分７万７０７８円、弁

済期以降の商事法定利率年６％の割合による遅延損害金８７８１円を加算した

１６２万７４１９円）につき払渡しを受けるためには、供託法８条１項、供託

規則２４条１項により、被告らの承諾を得る必要があるところ、被告滞納会社

は承諾をすべき代表者がおらず、被告Ｙ２は承諾をしないとして、本件債権の

供託金還付請求権が原告にあることの確認を請求する事案である。 

被告Ｙ２は、適式の呼出しを受けたのに本件口頭弁論期日に出頭せず、答弁

書その他の準備書面を提出しないから、下記２の事実を明らかに争わないもの

と認め、これを自白したものとみなす。 

２ 原告の主張する請求原因事実及び証拠によって認めることのできる事実（事

実ごとに後掲の証拠によって認めることができ、この認定に反する証拠はな

い。） 

（１）原告（当初の差押時の所管庁は浅草税務署長であるが、国税通則法４３条

３項に基づき、東京国税局長が徴収の引継ぎを受けた。）は、平成１８年４

月５日当時、別紙租税債権目録１記載のとおりの租税債権（本件租税債権）

を有していた（甲１の１）。 

（２）本件租税債権の金額は、未確定延滞税を除き、平成１９年６月７日現在、

２３８４万６１０円、同月１８日現在、２３８４万６１０円、平成２０年３

月２４日現在、２３５１万２１００円、平成２２年７月３１日現在、１１０

０万７３３１円であり、同年８月１日以降、国税通則法及び租税特別措置法

所定の延滞税が加算された額の全額が未納となっている（甲１の２ないし５）。 

（３）譲渡担保権者Ｂは、平成１７年９月３０日、被告滞納会社との間で、譲渡

担保権者Ｂ及び関係会社が同日から平成２２年９月３０日までに被告滞納会
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社に売り渡した商品の売掛金債権等を担保する目的で、被告滞納会社が第三

債務者Ａほか４８社の取引先に対する売掛金債権（平成１７年８月１日から

平成２２年９月３０日までの間に発生するもの）を譲渡する旨の契約を締結

し、平成１７年９月３０日１０時３９分、債権譲渡登記を経由した（甲２、

３）。なお、譲渡担保権者Ｂは、平成１８年４月４日、動産及び債権の譲渡

の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（以下「債権譲渡特例法」と

いう。）４条２項に基づき、第三債務者Ａに対し、本件債権譲渡に係る登記

事項証明書及び債権譲渡特例法に基づく通知書を送達した（甲４、５）。 

（４）被告滞納会社は、第三債務者Ａに対し、平成１８年３月中に発生した本件

債権１５４万１５６０円を有していた。 

（５）被告滞納会社は、平成１８年４月４日、第三債務者Ａに対し、本件債権を

被告Ｙ２に譲渡した旨を確定日付のある債権譲渡通知書により通知し、その

ころ、同通知書が第三債務者Ａに到達した（甲５、７の１及び２）。 

原告は、平成１８年４月５日、別紙租税債権目録１記載の租税債権を徴収

するため、国税徴収法４７条１項及び６２条の規定に基づき、本件債権を差

し押さえ、同日、債権差押通知書を第三債務者Ａに交付送達した（甲８）。 

（６）第三債務者Ａは、平成１８年６月２日、本件債権譲渡登記に係る債権譲渡

通知書及び被告Ｙ２へ譲渡した旨の債権譲渡通知書並びに原告の債権差押通

知書が相次いで送達されたことから、債務者の過失なくして真の権利者を確

知できないとして、本件債権につき、法令条項を民法４９４条、被供託者を

被告滞納会社、被告Ｙ２又は譲渡担保権者Ｂとして、東京法務局平成１８年

度金第  号をもって、本件債権１５４万１５６０円に消費税相当分７万７

０７８円及び弁済期以降の商事法定利率年６％の割合による遅延損害金８７

８１円を加算した１６２万７４１９円を供託した（甲５、９）。 

（７）原告は、国税徴収法２４条１項の規定に基づき、別紙租税債権目録２の順

号１ないし１２記載の租税債権を徴収するため、平成１９年６月７日、譲渡
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担保権者Ｂに対して、譲渡担保権者の物的納税責任に関する告知を行うとと

もに、被告滞納会社に対してその旨の通知をする等の手続（同法２４条４項）

をした（甲１０の１、２）。 

上記告知のうち、源泉所得税の平成１８年１月及び２月分の告知による不

納付加算税２万５００円の租税債権について、債権譲渡登記の日が法定納期

限等以前であったことが判明したので、原告は、平成１９年９月１８日、同

法２４条２項に基づく告知税額の一部取消通知を決議すると共に被告滞納会

社及び譲渡担保権者Ｂに対してその旨の通知をする等の手続を行った（同法

２４条８項、甲１２の１、２）。 

原告は、平成１９年６月１８日、別紙租税債権目録３の順号１ないし１２

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法２４条及び６２条の規定に基づ

き本件供託金の還付請求権を譲渡担保権者Ｂの有する債権として差し押さえ、

同日、債権差押通知書を東京法務局供託官に交付送達した（甲１３）。 

原告は、上記差押えのうち、源泉所得税の平成１８年１月分及び２月分の

告知による不納付加算税２万５００円の租税債権について、債権譲渡登記の

日が法定納期限等以前であったことが判明したので、平成１９年９月１８日、

同租税債権について、差押税額の一部取消通知を決議すると共に（甲１４）、

東京法務局供託官に対してその旨の通知をする等の手続を行った（甲１５）。 

原告は、上記差押えが、国税徴収法２４条３項に規定する「告知書を発し

た日から１０日を経過した日」以前に行われていたことが判明したので、平

成２０年３月２４日、同差押えについて、差押解除の決議（甲１６の１）を

行い、同時に別紙租税債権目録４の順号２ないし１２記載の租税債権を徴収

するため、同租税債権について、譲渡担保権者Ｂの有する債権として差し押

え（甲１６の２）、同日、国税徴収法８０条及び６２条の規定に基づき、差

押解除通知書及び債権差押通知書を東京法務局供託官に交付送達する手続を

した（甲１７）。 
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第３ 当裁判所の判断 

１ 上記認定の事実によれば、譲渡担保権者Ｂの債権譲渡登記は平成１７年９月

３０日で、被告Ｙ２に対する債権譲渡通知書が第三債務者Ａに到達したのが平

成１８年４月４日であるから、被告滞納会社による譲渡担保権者Ｂに対する債

権譲渡は、被告Ｙ２に対する債権譲渡に優先する。 

２ 国税徴収法２４条８項によれば、国税債権と譲渡担保の被担保債権との優劣

は、国税の法定納期限等と譲渡担保設定時期との先後関係によって決せられる

ところ、国税の法定納期限等は、別紙租税債権目録１記載のとおりであり、譲

渡保権者Ｂに対する譲渡担保の設定時期は、上記認定のとおり、平成１７年９

月３０日であるから、別紙租税債権目録１の順号１ないし１１記載の法定納期

限等が譲渡担保設定日より前である租税債権は、譲渡担保権者Ｂの債権に優先

する。 

被告滞納会社の滞納国税は、平成１９年６月７日当時、未確定延滞税を除い

て２３８４万６１０円であり、被告滞納会社は、平成２０年９月１日、破産手

続廃止の決定を受けている（甲１８、被告滞納会社との間で争いがない。）か

ら、本件債権以外には他にみるべき財産を有しておらず、被告滞納会社の財産

につき滞納処分を執行しても、なお、徴収すべき国税に不足することは明らか

である。 

３ 原告は、譲渡担保財産である本件債権が供託された本件供託金につき、譲渡

担保権者Ｂを第二次納税義務者とみなして滞納処分を執行することができ（国

税徴収法２４条３項）、原告は、本件供託金の還付請求権を譲渡担保権者Ｂの

財産として差し押さえているから、本件供託金の還付請求権について取立権を

取得しており、原告の請求には理由がある。 

被告滞納会社特別代理人は、債権譲渡の目的となるべき債権は、譲渡人が有

する他の債権から識別することができる程度に特定されていることを要するか

ら、被告滞納会社の商品売却に関する売掛金債権とされているのは、商品の範
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囲、内容について特定がされていないので、債権譲渡契約が無効となる可能性

があるなどと主張するが、証拠（甲２）によれば、被告滞納会社が譲渡担保権

者Ｂに対して譲渡した債権が商品売却によって発生したものであり、債権の発

生時期、売掛先、金額が特定しているから、債権として特定されているものと

認めることができる。被告滞納会社の主張を採用することができない。 

第４ 結論 

そうすると、原告の本訴請求には理由がある。 

よって、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３９部 

裁判官     小野洋一 


